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民需 代理店 官公需 外需

製造業 非製造業
船舶・電力除く 船舶・電力除く

前期比 前期比 前期比 前期比 前期比 前期比

2014 1-3月 4.2 3.9 ▲ 1.0 ▲ 7.9 ▲ 11.5 6.5

4-6月 ▲ 10.4 ▲ 8.5 ▲ 6.7 7.2 30.3 42.2
7-9月 5.6 12.6 ▲ 1.2 3.6 ▲ 17.8 ▲ 27.7

10‐12月期（見） ▲ 0.3 ▲ 2.7 1.2 18.2 0.4 8.6

2014 1月 8.1 4.9 6.1 3.2 ▲ 7.6 3.7

2月 ▲ 4.6 ▲ 4.6 ▲ 5.1 ▲ 6.5 4.4 2.3

3月 19.1 23.7 8.5 ▲ 22.0 ▲ 18.5 3.2

4月 ▲ 9.1 ▲ 9.4 0.9 27.3 40.5 71.3

5月 ▲ 19.5 ▲ 18.6 ▲ 17.8 2.2 22.4 ▲ 45.9

6月 8.8 6.7 4.0 3.1 ▲ 24.0 62.8

7月 3.5 20.3 ▲ 4.3 2.3 9.3 ▲ 42.6

8月 4.7 ▲ 10.8 10.7 ▲ 3.6 ▲ 29.9 29.1

9月 2.9 12.0 1.7 2.5 21.0 ▲ 9.4

10月 ▲ 6.4 ▲ 5.5 ▲ 7.5 6.1 4.8 ▲ 4.6

11月 1.3 ▲ 7.0 0.5 ▲ 11.6 ▲ 7.5 ▲ 6.0

(出所）　内閣府「機械受注統計」。2014年10－12月期は内閣府見通し。  
 

○ 前月比プラスだが、物足りない結果 

2014年11月の機械受注（船舶・電力除く民需）は前月比＋1.3％（コンセンサス：同＋4.6％、レンジ：同

▲3.0％～＋8.7％）と増加した。10－12月期の内閣府見通し（船舶・電力除く民需）である前期比▲0.3％

は、12月が前月比＋6.4％、前期比プラスは同＋7.3％で達成となるが、ハードルはどちらもやや高めである。

10、11月については物足りない結果であり、10－12月期の機械受注は持ち直しが一服する可能性が高まった。

12月日銀短観では企業が設備投資に前向きであることが示されたが、足元の機械受注を見る限りその動きは

顕在化していない。こうした中、内閣府は「機械受注は、緩やかな持ち直しの動きがみられる」から「機械

受注は、持ち直しの動きに足踏みがみられる」に基調判断を下方修正した。 

需要者別にみると、製造業は前月比▲7.0％と２ヶ月連続で減少した。化学工業（前月比▲40.1％）が大

幅減少し、製造業の減少の半分以上を占めた。その他、情報通信機械（同▲23.0％）、一般機械（同▲

4.1％）などが減少に寄与した。非製造業（船舶・電力除く）は、同＋0.5％となった。金融保険業（同▲

15.8％）や卸売業・小売業（同▲10.7％）などが減少したものの、情報サービス業（同＋10.3％）やリース

業（同＋30.2％）などが増加することで、全体では小幅増加となった。非製造業は、業種別にみるとまちま

ちの動きとなっている。 

 

○ 外需は減少傾向が続く 

 資本財輸出の先行指標である外需は前月比▲6.0％と、３ヶ月連続で減少した。外需は、春頃に大きく上

昇したものの、足元では低調に推移している。均してみれば、2013年春の水準は維持しているものの、減少
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傾向での推移が続いており気がかりな内容だ。官公需は同▲7.5％と３ヶ月ぶりに減少した。14年２月に策

定された経済対策の効果が剥落しつつある中、当面は低調な推移が続くだろう。代理店は同▲11.6％と大幅

減少した。代理店は時折大きく振れることがあり、来月以降の動向と併せて考える必要があろう。 

 

○ 先行きの設備投資は緩やかな増加基調を辿る見込み 

以上のように、10、11月の機械受注は物足りない結果であったが、先行きの設備投資に悲観する必要はな

いとみている。設備投資の一致指標である資本財出荷（除く輸送機械）の10－11月平均値は前期比＋3.8％

と持ち直しの動きをみせるなど、10－12月期の設備投資は増加に転じることが期待される。また、12月日銀

短観（全規模全産業）をみると、生産・営業用設備判断ＤＩが前回から１ポイント低下の０と設備過剰感が

解消する中、設備投資計画は前年度比＋5.5％（９月調査：同＋4.2％）と上方修正されており、企業の設備

投資に対する前向きな姿勢が示された。加えて、原油価格の下落や円安・株高といった外部環境の改善が企

業収益、景況感の改善を通じて設備投資の追い風となるだろう。こうした要因を背景に、先行きの設備投資

は緩やかな増加基調を辿ると予想している。 
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（出所）内閣府「機械受注統計調査」 


